（仮称）室蘭市総合体育館基本設計委託
業 務 仕 様 書
平成30年度
室 蘭 市
Ⅰ．業務概要
　１．委託概要
　（１）委託名称　　　　　（仮称）室蘭市総合体育館基本設計委託
（２）委託期間　　　　　契約日～平成31年3月22日
（３）本委託は、平成28年3月に策定した「（仮称）室蘭市総合体育館基本計画」（以下、基本計画）に基づき、今後の施設整備に必要な基本設計を委託するものである。　
　
２．計画施設概要
（１）施設名称　　　　　(仮称)室蘭市総合体育館（以下、体育館）
（２）敷地位置　　　　　室蘭市入江町1番62、1番21、茶津町9番2
　（３）用途種類　　　　　体育館
　　　　　　　　　　（平成21年国土交通省告示第15号別添2第3号第1類とする）
（４）工事年度　　　　　平成32年度～平成33年度（建築・外構整備含む）　　
３．設計与条件
（１）敷地面積　　　　　180,592㎡
　（２）用途地域　　　　　準工業地域、指定なし
　（３）容積率、建ぺい率　200%、60%
　（４）防火指定　　　　　指定なし
　（５）構造、階数　　　　鉄筋コンクリート造、地上2階を想定
　（６）延床面積　　　　　7,000㎡程度
（予定工事費作成に使用した面積であり、基本計画と差異がある）
　（７）必要諸室　　　　　メインアリーナ、サブアリーナ、多目的室、トレーニング室、事務室
　　　　　　　　　　　　　器具庫、キッズスペース、ランニングコース、観覧席　等
　（８）耐震安全性の分類　官庁施設の総合耐震計画基準（平成19年12月18日付国営計第76号、国営整第123号、国営設第101号）による、耐震安全性の分類は以下のとおりとする。
　　　　　　　　　　　　　　・構造体　　　　　Ⅱ類
　　


　　・建築非構造部材　Ａ類
　　


　　・建築設備　　　　乙類
　（９）その他　　　　設計に当たっての基本的考え方、条件については「室蘭市立地適正化計画骨子（案）」、「室蘭駅周辺地区都市再生整備計画（地方再生コンパクトシティ）」及び「基本計画」による。
Ⅱ．業務仕様
本特記仕様書に記載されていない事項は、「公共建築設計業務委託共通仕様書」（平成20年3月31日国営整第176号）による
第１．設計業務の内容及び範囲
　１．基本設計業務
（１）基本計画に基づき体育館及び外構の基本設計を進めるものとする。
（２）設計業務は一般業務と追加業務とし、内容及び範囲は次による。
　　１）一般業務の内容は、告示第１５号 別添一第１項第一号に掲げるものとする。
　　２）追加業務の内容及び範囲は次のとおりとする。
1 基本設計報告書（製本）の作成
2 内観透視図、外観透視図、鳥瞰図の作成（各1アングル以上）
3 概算工事費の算定
4 概略工事工程表の作成
5 備品配置の検討
6 仮設計画の検討
7 現入江運動公園の陸上競技場、温水プール、子どもの広場の配置を踏まえた、体育館、テニスコート、駐車場の効果的な配置の検討
8 上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ
9 各種技術資料（経済比較、構造、工法検討等）の作成
10 省エネルギー・低炭素に向けた設備・工法等の提案
11 工事中の騒音・振動等への対策の提案
12 関係省庁・団体等との意見交換に係る参加・説明用資料作成への協力
13 打合せ記録簿の作成
14 その他基本設計に必要な事項
（３）提出する設計図書等
　　　１）設計図書等は別表１のとおり提出すること。また、必要と思われるものは適宜作成の上、提出すること。
２．地質調査業務
地質調査の仕様については以下の通りとする。
（１）調査孔数　４孔　径６６ｍｍ　各１８ｍ
　　　　　　　　　　　＊１孔当たりの想定深さ
　　　　　　　　　　　・粘性土・シルト　　１ｍ
　　　　　　　　　　　・砂・砂質土　　　　９ｍ
　　　　　　　　　　　・礫混り土砂　　　　２ｍ
　　　　　　　　　　　・軟岩　　　　　　　６ｍ
（２）試験　　　・標準貫入試験　１ｍ毎　計７２回
　　　　　　　　・室内土質試験
第２．業務の実施
１．管理技術者等の要件
　　　管理技術者の資格要件は次による。
　　　・建築士法（昭和25年法律第202号）による一級建築士　
　
２．設計にあたっての留意事項
（1） 　設計にあたっては、現地を十分調査の上、発注者と常に連絡をとり十分な打合せをし、その指示によって行う。　
（2） 　設計は建築物の敷地、構造及び建築設備に関する法律並びにこれに基づく法令及び条例の規定による他、市の指定する工事共通仕様書及び各種設計の基準並びに標準資料等による。
（3） 　計画道路の確認及び諸法令、上下水道・消防・電力・通信につき関係官庁と十分打合せを行う。
（4） 　敷地測量図等、貸与できる資料は別記する。
（5） 　設計における重要事項(*1)は受託者が資料(*2)を複数提示し、発注者の了承を受けた後、設計を進めること。
(*1)：敷地内レイアウト、外構整備内容、施設外観デザイン・仕上げ、施設内レイアウト、
各室の広さ及び内部仕上げ、必要な機器等を指す。
(*2)：提案内容が明確にわかる資料を指し、設計図、材料カタログ、イメージ図、イメージ写真
及び単価等を含む。
（6） 　業務開始時に各種資料の提出時期を記載した設計作業の工程表を作成し、監督員と協議の上、各段階(*3)での提出期限を厳守すること。
（7） (*3)：敷地内レイアウト、平面プラン、外観イメージ、仕上げ、一般図、概算、工事費等の各案提出段階
（8） 　報告書作成は、写真、イメージ図、グラフ等を活用し、視覚的にわかりやすい資料とすること。
（9） 　必要に応じてイメージ図の他、ボリューム模型、ディテール模型等を使用し、情報発信にも対応できる視覚的にわかりやすい資料とすること。
（10） 　仕様書に明記されていない事項があるときは、発注者と協議し決定する。
（11） 設計図書については、市の審査を受ける。
（12） 積算方法は市の要領を標準とする。
（13） 著作権の専属は室蘭市にあるものとする。
（14） 協議及び進捗状況確認のため月１回以上の打合せを行うこと。また、内容について打合せ記録簿を作成し、発注者の確認を得ること。
（15） 発注者が行う議会や市民への説明に係る関係資料の作成に協力するともに、その説明期間を踏まえた進捗管理を行うこと。
（16） 公園施設内での工事となるため、騒音、振動、仮設取り付け道路等、既存施設の利用及び管理運営の特性を踏まえ、配置計画や防音対策などを講じた仮設計画とすること。
（17） 敷地内の樹木については、既存樹木の撤去等を考慮した植栽計画を作成すること。
（18） 計画敷地は高低差があること、既存施設に隣接した工事になるため、メインアプローチ、バックヤード、テニスコート、駐車場、工事用動線等、出入口となる部分について、法面の処理を含めたアプローチの方法を検討すること。
（19） 配置計画はまちづくりの方針、周辺環境、ランドスケープ、風向き等を十分検討すること。
（20） 新築工事の際に既存施設への影響が極力少なくなるよう施工計画を検討し、造成、許認可、建築工事、解体工事、外構工事、引っ越し作業等を考慮した工程表を作成すること。
（21） 建設予定地、関係敷地に建つ、既存屋外ステージ、サッカー協会倉庫、彫刻、外灯及び、上下水道、ガス、電線等の埋設物のとりこわし、移設について計画すること。
（22） 工事時期、工事金額、工事範囲によって分割発注になる可能性があるため、これを意識して図面及び工事費内訳書の作成に当たること。
（23） 必要な体育器具等の備品類について、仕様・概算事業費を盛り込んだ備品配置計画を作成すること。
（24） 概算工事費については成果品提出時の最新単価での積算とすること。
（25） 計画建築物は津波浸水の影響を受けない区域で計画すること。
　３．貸与できる資料
設計に際して以下の資料を貸与するものとし、受託者は設計が完了したとき、または、担当者の請求があった時には速やかにこれを返却するものとする。
（１）敷地測量図（別途委託成果品受領後）
（２）周辺地質調査資料（温水プール、陸上競技場メインスタンド）
（３）既存施設設計図書
第３．成果品
１．下表は成果品の概要を示したものであり、業務の実施に当たっては発注者と打合せの上決定する。その他発注者より図書の追加を求められた場合は速やかに応じること。
２．提出する設計図書等
（１）基本設計で提出を要する資料（別表１）
	成果品等
	部数
	摘要

	1． 基本設計※1
a. 建築(総合)
・基本設計報告書(概要版)
・基本設計報告書
・基本設計図
・工事費概算書
b. 建築(構造)
・構造計画概要書
・構造設計図
・工事費概算書
c. 電気設備
・電気設備計画概要書
・電気設備図
・工事費概算書
d. 給排水衛生設備
・給排水衛生設備計画概要書
・給排水衛生設備図
・工事費概算書
e. 空気調和設備
・空気調和設備計画概要書
・空気調和設備図
・工事費概算書
f. 外構
・外構計画概要書
・外構設計図
・工事費概算書
	4部

	A3判、A4製本
備品配置計画を含む
彫刻の移設検討含む


	2．各種技術資料
　　・省エネルギー、低炭素化に向けた設備・工法等導入検討書
　　・ライフサイクルコスト縮減のための設備システム等検討書　
　　・工事工程表（全体工程、建築物、外構の工程）
　　・仮設計画図（案）
3.その他
・透視図
・鳥瞰図
・公園全体鳥瞰図
・打合せ協議簿
・成果品の電子データ
	4部
1部
1部
1部
4部
1部
	建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に係るエネルギー消費性能の表示認定の検討を含む
A3判、ｱﾙﾐ製額入
A3判、ｱﾙﾐ製額入
A3判、ｱﾙﾐ製額入
A4ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ
CD-R※2


※1　具体的な図書は協議により決定するものとする。
※2　ファイルの形式、バージョンについては協議による。
３．設計図書の作成
（１）各図面には設計事務所名称、一級建築士登録番号を記入し、記名捺印をする。
（２）管理技術者や主任技術者等は各々の立場による欄に押印すること。
（３）図面の草案、構成、文字、各種凡例、シンボル及び縮小等は発注者の指示による。
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